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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
 

第87期
第３四半期連結
累計期間

第88期
第３四半期連結
累計期間

第87期

会計期間
 

自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日

自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日

自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日

売上高 （百万円） 98,092 93,746 142,706

経常利益 （百万円） 2,095 1,991 3,689

四半期純利益又は四半期（当

期）純損失（△）
（百万円） 256 △785 △5,065

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △515 △1,512 △5,518

純資産額 （百万円） 78,133 70,997 73,703

総資産額 （百万円） 149,649 134,178 149,784

１株当たり四半期純利益金額

又は1株当たり四半期（当

期）純損失金額（△）

（円）　 2.49 △7.63 △49.25

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） ― ― ―

自己資本比率 （％） 50.8 50.8 47.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 4,013 △195 3,655

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,926 △5,030 △2,468

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,266 △1,658 △1,892

現金及び現金同等物の四半期

末（期末）残高
（百万円） 45,940 37,114 44,629

　

回次
 

第87期
第３四半期連結
会計期間

第88期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
 

自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日

自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日

1株当たり四半期純損失金額

（△）
（円）　 △13.41 △16.44

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　      ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

　　　　４．第87期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」　（企

業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。　

　

EDINET提出書類

株式会社日立国際電気(E01776)

四半期報告書

 2/22



２【事業の内容】

当社グループは、平成23年12月31日現在、当社、親会社(株式会社日立製作所)、当社子会社20社(連結子会社18社、非

連結子会社２社)及び関連会社１社により構成されております。

当第３四半期連結累計期間における、各部門に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次のとお

りであります。

　なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１四半

期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

　

（映像・無線ネットワーク）

　主な事業内容の変更はありません。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、株式を取得し子会社としたHitachi Kokusai Brasil Produtos e

Servicos Eletricos Ltda.を連結の範囲に含めております。

　また、Hitachi Kokusai Brasil Produtos e Servicos Eletricos Ltda.を通じて、新たに株式を取得したHitachi

Kokusai Linear Equipamentos Eletrônicos S/A及び同社の子会社Linear Industries, Inc.についても連結の範囲

に含めております。

 

（エコ・薄膜プロセス）

　主な事業内容の変更及び主要な関係会社の異動はありません。

　

 (その他)

　主な事業内容の変更及び主要な関係会社の異動はありません。　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

　　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

　

（１）業績の状況 

　当第３四半期連結累計期間の当社グループを取り巻く事業環境は、欧州の財政不安等により世界経済は依然とし

て不透明な状況ですが、国内においては期後半にかけて東日本大震災からの復興に伴う需要の回復が継続していま

す。

　このような状況の中で、当社グループの経営成績は、受注高は115,101百万円（前年同期比8.4%増）となりました

が、売上高は93,746百万円（前年同期比4.4%減）、営業利益は1,782百万円（前年同期比1.5%減）、経常利益は1,991

百万円（前年同期比5.0%減）、四半期純損失は785百万円（前年同期は四半期純利益256百万円）となりました。

　当第３四半期連結累計期間のセグメント別営業状況は次のとおりです。

　なお、第１四半期連結会計期間よりセグメント区分を変更しており、以下の前年同期との比較に関する事項は、前

年同期の数値を新セグメントに組替えて算出した数値との比較に基づいています。

　映像・無線ネットワーク部門（無線通信システム、情報処理システム、放送システム、監視システム・画像処理

等）では、防災意識の高まりにより公共事業分野における需要は堅調に推移しましたが、テレビ受信機器関連の需

要の低迷と震災による期前半の投資抑制や計画延伸の影響により、売上高は44,076百万円となり、前年同期に比べ

9,860百万円（18.3%）減少しました。営業損益については、売上高の減少等はあったものの、経費削減の実施や前連

結会計年度に実施した事業構造改善による収益構造改善の効果により前年同期に比べて損失額は減少し、5,095百

万円の損失となりました（前年同期は同5,774百万円）。

　エコ・薄膜プロセス部門（半導体製造装置等）では、アジア地域の大手半導体メーカーの設備投資需要を着実に

取り込めたことから、売上高は49,113百万円となり、前年同期に比べ5,539百万円（12.7%）増加しました。売上高は

増加しましたが、新製品や新分野事業への戦略的投資によるコストの増加もあり、営業利益は7,185百万円となり、

前年同期に比べ29百万円（0.4%）減少しました。

　その他の部門では、売上高は557百万円で、前年同期に比べ14百万円（2.6%）増加しましたが、営業利益は143百万

円となり、前年同期に比べ16百万円（10.1%）減少しました。　

　

（２）キャッシュ・フローの状況

  当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は37,114百万円となり、前

連結会計年度末より7,515百万円の減少となりました。

  当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、資金は195百万円の減少となりました。これは主に、たな卸資産の増加5,850百万円、その他の流動

負債の減少5,632百万円、仕入債務の減少4,852百万円、特別退職金の支払1,244百万円等による資金の減少が、売上

債権の減少14,836百万円、減価償却費2,360百万円等による資金の増加を上回った結果です（前年同四半期は4,013

百万円の増加）。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、資金は5,030百万円の減少となりました。これは主に、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得

による支出3,384百万円等によるものです（前年同四半期は1,926百万円の減少）。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、資金は1,658百万円の減少となりました。これは主に、配当金の支払1,024百万円によるものです

（前年同四半期は1,266百万円の減少）。  
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社における株式会社の支配に関する基本方針は、次のとおりであります。

　当社は、広く株主全般に提供される価値の最大化を重要な経営目標と位置付けており、各期の経営成績や中長期の

経営施策などにつきまして、株主・投資家の皆様に対して、積極的に開示することに努めております。

  当社株式の大量取得を目的とする買付者が現れた場合の対応につきましては、その具体策などを予め定めるもの

ではありませんが、買付者の事業計画については社外の専門家も含めて慎重に検討し、当社の企業価値・株主共同の

利益に資さないと判断された場合は、対抗措置の要否及び内容等を速やかに決定し、実行する体制を整えます。

　

（４）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、9,208百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

（５）従業員数　

　当第３四半期連結累計期間において、株式を取得し子会社としたHitachi Kokusai Brasil Produtos e Servicos

Eletricos Ltda.を連結の範囲に含めております。また、Hitachi Kokusai Brasil Produtos e Servicos Eletricos

Ltda.を通じて、新たに株式を取得したHitachi Kokusai Linear Equipamentos Eletrônicos S/A及び同社の子会社

Linear Industries, Inc.についても連結の範囲に含めたことにより、従業員数が316人増加しました。これにより、

映像・無線ネットワークセグメントの従業員数は、前連結会計年度末に比べ増加しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年２月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 105,221,259105,221,259

東京証券取引所

大阪証券取引所

（各市場第一部）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

1,000株です。

計 105,221,259105,221,259 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

　平成23年10月１日～

　平成23年12月31日
　― 105,221,259　― 10,058 　― 26,148

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載すること

ができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

 平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式     2,403,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   101,276,000 101,276 ―

単元未満株式 普通株式     1,542,259 ― ―

発行済株式総数 　　　　　 105,221,259 ― ―

総株主の議決権 ― 101,276 ―

（注）　「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が520株、当社所有の自己株式が246株含まれてお

　　　　ります。　

 

②【自己株式等】

 平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社日立国際電気 

東京都千代田区外神田

四丁目14番１号 
2,403,000― 2,403,000 2.28

計 － 2,403,000― 2,403,000 2.28

　（注）　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権1個)あ

ります。なお、当該株式数は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」に含まれております。

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役名 新職名　 旧職名 氏名 異動年月日

執行役  南米ビジネス推進担当
 映像・通信事業部

 システム設計統括本部長
　木　村　　茂  平成23年10月1日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。　

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成

23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,775 10,832

グループ内預入金 ※1
 34,140

※1
 26,390

受取手形及び売掛金 40,044 25,391

商品及び製品 12,846 11,685

仕掛品 12,284 17,405

原材料及び貯蔵品 4,912 6,329

繰延税金資産 4,324 3,102

その他 2,218 2,107

貸倒引当金 △132 △140

流動資産合計 121,411 103,101

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 11,655 11,151

機械装置及び運搬具（純額） 1,610 1,949

土地 6,182 6,123

建設仮勘定 344 829

その他（純額） 1,208 1,180

有形固定資産合計 20,999 21,232

無形固定資産

のれん 1,075 3,848

その他 1,391 1,309

無形固定資産合計 2,466 5,157

投資その他の資産

投資有価証券 1,777 1,497

長期貸付金 56 138

繰延税金資産 1,366 1,512

その他 2,180 1,682

貸倒引当金 △471 △141

投資その他の資産合計 4,908 4,688

固定資産合計 28,373 31,077

資産合計 149,784 134,178
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 28,813 23,938

短期借入金 815 815

未払法人税等 925 584

未払費用 10,614 5,984

製品保証引当金 1,936 1,201

工事損失引当金 351 115

設備関係支払手形 0 1

その他 7,469 7,010

流動負債合計 50,923 39,648

固定負債

退職給付引当金 20,061 19,794

役員退職慰労引当金 310 239

長期借入金 32 239

繰延税金負債 196 146

資産除去債務 137 139

その他 4,422 2,976

固定負債合計 25,158 23,533

負債合計 76,081 63,181

純資産の部

株主資本

資本金 10,058 10,058

資本剰余金 26,204 26,203

利益剰余金 39,124 37,313

自己株式 △2,595 △2,604

株主資本合計 72,791 70,970

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 150 43

為替換算調整勘定 △1,979 △2,869

その他の包括利益累計額合計 △1,829 △2,826

少数株主持分 2,741 2,853

純資産合計 73,703 70,997

負債純資産合計 149,784 134,178
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

売上高 98,092 93,746

売上原価 ※1
 74,887

※1
 68,750

売上総利益 23,205 24,996

販売費及び一般管理費 21,395 23,214

営業利益 1,810 1,782

営業外収益

受取利息 86 104

受取配当金 112 98

貸倒引当金戻入額 145 235

持分法による投資利益 156 －

その他 264 395

営業外収益合計 763 832

営業外費用

支払利息 13 27

たな卸資産評価損 － 147

固定資産処分損 49 46

為替差損 159 156

遊休資産維持管理費用 113 95

その他 144 152

営業外費用合計 478 623

経常利益 2,095 1,991

特別利益

段階取得に係る差益 451 －

特別利益合計 451 －

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 96 －

子会社株式売却損 － 112

特別損失合計 96 112

税金等調整前四半期純利益 2,450 1,879

法人税、住民税及び事業税 884 1,087

法人税等調整額 1,058 1,130

法人税等合計 1,942 2,217

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

508 △338

少数株主利益 252 447

四半期純利益又は四半期純損失（△） 256 △785
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

508 △338

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △86 △107

為替換算調整勘定 △818 △1,067

持分法適用会社に対する持分相当額 △119 －

その他の包括利益合計 △1,023 △1,174

四半期包括利益 △515 △1,512

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △761 △1,782

少数株主に係る四半期包括利益 246 270
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,450 1,879

減価償却費 2,959 2,360

退職給付引当金の増減額（△は減少） △777 △253

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 7 △71

製品保証引当金の増減額（△は減少） △12 △706

工事損失引当金の増減額（△は減少） 684 △236

受取利息及び受取配当金 △198 △197

支払利息 13 27

固定資産処分損益（△は益） 41 39

固定資産売却損益（△は益） △0 △63

売上債権の増減額（△は増加） 8,104 14,836

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,487 △5,850

その他の流動資産の増減額（△は増加） 454 135

仕入債務の増減額（△は減少） 2,060 △4,852

未払消費税等の増減額（△は減少） △366 302

その他の流動負債の増減額（△は減少） △2,193 △5,632

その他 △254 713

小計 4,485 2,431

利息及び配当金の受取額 271 198

利息の支払額 △13 △26

法人税等の支払額 △1,031 △1,709

法人税等の還付額 301 155

特別退職金の支払額 － △1,244

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,013 △195

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △9

定期預金の払戻による収入 － 187

投資有価証券の取得による支出 △2 △2

投資有価証券の売却による収入 13 150

有形固定資産の取得による支出 △1,056 △1,834

有形固定資産の売却による収入 20 122

無形固定資産の取得による支出 △378 △336

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△522 △3,384

短期貸付金の増減額（△は増加） 5 48

投資その他の資産の増減額（△は増加） △12 134

その他 6 △106

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,926 △5,030

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △1,231 △1,024

長期借入金の返済による支出 － △308

少数株主への配当金の支払額 △20 △211

自己株式の増減額（△は増加） △19 △10

その他 4 △105

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,266 △1,658

現金及び現金同等物に係る換算差額 △540 △632

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 281 △7,515

現金及び現金同等物の期首残高 45,659 44,629

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 45,940

※1
 37,114
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（連結の範囲の重要な変更）

　当第３四半期連結会計期間より、当社の非連結子会社であったHitachi Kokusai Brasil Produtos e Servicos

Eletricos Ltda.は重要性が増したため、連結の範囲に含めております。また、Hitachi Kokusai Brasil Produtos e

Servicos Eletricos Ltda.を通じて、新たに株式を取得したHitachi Kokusai Linear Equipamentos Eletrônicos S/A

及び同社の子会社Linear Industries, Inc.を連結の範囲に含めております。　

　　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用）　

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

（退職給付引当金）　

　当社及び一部の国内連結子会社は、平成23年４月に退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行し、「退職

給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しております。

　

（連結納税制度の適用）

　第１四半期連結会計期間より、連結納税制度を適用しております。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成23年12月31日）

１※1　グループ内預入金

　日立グループの資金を集中し、その資金を制度参

加会社の資金需要に充てることにより、日立グルー

プの資金効率向上を図ることを目的とした日立グ

ループ・プーリング制度による預入額であり、主に

(株)日立製作所に対して預入れた運用資金であり

ます。

１※1　グループ内預入金

　日立グループの資金を集中し、その資金を制度参

加会社の資金需要に充てることにより、日立グルー

プの資金効率向上を図ることを目的とした日立グ

ループ・プーリング制度による預入額であり、主に

(株)日立製作所に対して預入れた運用資金であり

ます。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

１※1　売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額は908百

万円であります。

１※1　売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額は63百万

円であります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

１※1　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係（平

成22年12月31日現在）

１※1　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係（平

成23年12月31日現在）

現金及び預金勘定 12,145百万円

グループ内預入金 34,377 

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金
△582 

現金及び現金同等物 45,940 

 

現金及び預金勘定 10,832百万円

グループ内預入金 26,390 

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金
△108 

現金及び現金同等物 37,114 
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

配当に関する事項

 （１）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月25日

取締役会
普通株式 617 6 平成22年３月31日平成22年６月８日 利益剰余金

平成22年10月25日

取締役会　
普通株式 617 6 平成22年９月30日平成22年12月１日利益剰余金

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

配当に関する事項

 （１）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月23日

取締役会
普通株式 616 6 平成23年３月31日平成23年６月８日 利益剰余金

平成23年10月27日

取締役会　
普通株式 411 4 平成23年９月30日平成23年12月１日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

(単位：百万円)　 

 
映像・無線
ネットワーク

　

エコ・薄膜
プロセス　

その他
（注）１　

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３　

売上高      

外部顧客への売上高 53,936 43,574 543 39 98,092
セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － 2,589 △2,589 －

計 53,936 43,574 3,132 △2,550 98,092

セグメント利益又は損失（△） △5,774 7,214 159 211 1,810

(注）１．その他には、施設管理サービス、印刷業及び人材派遣業等を含んでおります。　

(注）２．調整額は、以下のとおりであります。

　（1）外部顧客への売上高の調整額は、持分法適用関連会社との取引に係る未実現損益調整額でありま

す。

  （2）セグメント利益の調整額211百万円は、販売費及び一般管理費の配賦差異等463百万円、未実現損

益調整額△355百万円、その他103百万円であります。

(注）３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

(注）４．セグメント売上及び利益又は損失は新セグメントに組替えております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。　

（のれんの金額の重要な変動）

　当社は、当社の持分法適用関連会社であるKokusai Electric Korea Co., Ltd.の株式を追加取得し連結子

会社としました。これに伴い「エコ・薄膜プロセス」セグメントにおいてのれんが発生しております。なお、

当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間においては1,644百万円であります。

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

(単位：百万円)　 

 
映像・無線
ネットワーク

　

エコ・薄膜
プロセス　

その他
（注）１　

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３　

売上高      

外部顧客への売上高 44,076 49,113 557 － 93,746
セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － 2,456 △2,456 －

計 44,076 49,113 3,013 △2,456 93,746

セグメント利益又は損失（△） △5,095 7,185 143 △451 1,782

(注）１．その他には、施設管理サービス、印刷業及び人材派遣業等を含んでおります。　

(注）２．調整額は、以下のとおりであります。

セグメント利益の調整額△451百万円は、販売費及び一般管理費の配賦差異等188百万円、未実現損益

調整額△468百万円、取得原価配分額の償却額△226百万円、その他55百万円であります。

(注）３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。　

（のれんの金額の重要な変動）

　当第３四半期連結累計期間において、株式を取得し子会社としたHitachi Kokusai Brasil Produtos e

Servicos Eletricos Ltda.を連結の範囲に含めております。また、Hitachi Kokusai Brasil Produtos e

Servicos Eletricos Ltda.を通じて、新たに株式を取得したHitachi Kokusai Linear Equipamentos Eletr

ônicos S/A及び同社の子会社Linear Industries, Inc.についても連結の範囲に含めております。これに伴

い「映像・無線ネットワーク」セグメントにおいてのれんが発生しております。なお、当該事象によるのれ

んの増加額は、当第３四半期連結累計期間においては3,180百万円であります。

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。

　

Ⅲ　報告セグメントの変更等に関する事項

報告セグメントの区分については、従来、「通信・情報システム」「放送・映像システム」「半導体製造シ

ステム」としておりましたが、平成23年４月１日付で当社グループの組織体制を再編成したことに合わせ、第

１四半期連結会計期間より「通信・情報システム」と「放送・映像システム」を統合し、「映像・無線ネット

ワーク」としました。また、「半導体製造システム」については、従来事業に加え、次世代製品として、半導体

サーマルプロセス技術を省エネ（エコロジー）分野へ展開することから、「エコ・薄膜プロセス」に名称を変

更しました。なお、それぞれの報告セグメントに含まれる主な製品及びサービスは以下のとおりであります。

（１）映像・無線ネットワーク：無線通信システム、情報処理システム、放送システム、監視システム・画像処

理等

（２）エコ・薄膜プロセス：半導体製造装置等
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（企業結合等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日）　

　取得による企業結合

  １．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

　　被取得企業の名称：Linear Equipamentos Eletrônicos S/A　

　　事業の内容：電子機器（主に放送用送信機器）の製造・販売・保守　

（2）企業結合を行った主な理由

　　ブラジル国産トップメーカーであるLinear社株式の100％を取得し、経済成長が著しいブラジルにおける放

　送用送信機の市場に参入するためであります。

（3）企業結合日

　　平成23年10月３日

（4）企業結合の法的形式

　　株式取得　　　

（5）結合後企業の名称

　　Hitachi Kokusai Linear Equipamentos Eletrônicos S/Aへ商号変更しております。

（6）取得した議決権比率

　　100％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

　　当社連結子会社であるHitachi Kokusai Brasil Produtos e Servicos Eletricos Ltda.による、現金を対価

　とした株式取得のためであります。　

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　　平成23年10月１日から平成23年12月31日まで　

３．被取得企業の取得原価及びその内訳　

　取得の対価 現金 3,272百万円

　取得金額  3,272百万円

  ４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

　　3,130百万円

　　なお、取得原価の配分については、当第３四半期連結会計期間末における入手可能な合理的な情報に基づ

　き、暫定的な会計処理を行っております。　

（2）発生原因

　　主としてHitachi Kokusai Linear Equipamentos Eletrônicos S/Aが放送用送信機事業を展開するブラジル

　市場において期待される超過収益力であります。

（3）償却方法及び償却期間

　　５年間にわたる均等償却　　
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
2円49銭 △7円63銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（百万円）
256 △785

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（百万円）
256 △785

普通株式の期中平均株式数（株） 102,847,324 102,820,349

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　 　　 該当事項はありません。　

　

２【その他】

（配当について）

　平成23年10月27日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議致しました。

（1）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  411百万円

（2）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　  4円00銭

（3）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　 　平成23年12月１日

　（注）　平成23年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年２月10日

株式会社日立国際電気

執行役社長　　篠本　学　殿

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 辻　　幸一　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 香山　　良　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日立国際

電気の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から

平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ

・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日立国際電気及び連結子会社の平成23年12月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

　報告書提出会社）が別途保管しています。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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